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SIPインフラ維持管理・更新・マネジメント技術の概要
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目 的 インフラを健全な状態に保ち
つつ、インフラのライフサイ
クルコストの最小化を実現
する予防保全によるアセット
マネジメント技術を開発する。
地域拠点大学と連携し、全
国的に展開する。

実施期間 H２６年度からH３０年度まで
５年間

プログラムディレクター
藤野陽三
（横浜国立大学 先端科学高
等研究院 上席特別教授）

社会的背景
◆建設後50年経過した老朽化したイン
フラが増加（橋梁70万，トンネル1万）
◆老朽化の中で、H２４年笹子トンネル
事故のような重大な事故リスクや維持
補修費の急激な高まり



SIPインフラ 基盤技術の開発事例
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高速走行型非接触レーダー
によるトンネル覆工の内部
欠陥点検

点検・モニタリング・診断

高感度磁気非破壊検査 衛星SAR変位モニタリング

ロボット

橋梁点検飛行ロボット トンネル全断面点検
診断システム

半水中作業ロボット
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路面性状測定車
約1億円/台
5-10万円/㎞

開発技術DRIMS
・スマートフォン1台のみ
・5000円/㎞/3ヶ月（予定）
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イル推定性能

情報・通信

業務車両を用いた
大規模路面評価

構造材料・劣化機構・補修・補強

超耐久性コンクリート



ステージゲートによる
重点化の取組み

4

社会実装加速
国際展開準備
技術認証
実証型NETIS
（80～90％到達）

開発計画の加速
ビジネス支援強化
（70％到達）

原則終了,一部は計画の
大幅な縮小/見直し

技術の
ブラッシュ
アップ
（50％）

出
口
戦
略
の
評
価

開発技術の評価

開発成果と進捗状況の評価

社会実装に向けた
ビジネスプランの評価

：S 実装段階 （到達度90％）
：A 実装準備段階 （到達度80％）
：B 計画通り （到達度70％：実証試験を加速化）
：C 一部技術の開発遅れ （到達度50％：計画の見直しを含め、てこ入れ）
：D 計画の大幅な縮小/見直し
：E 終了



重点化・重複排除のための取組み
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社会実装促進会議 （４回／年）
【目的】
●技術開発状況，活用事例の紹介
●ユーザー側からの意見・ニーズの紹介
【メンバー】
●関係府省庁（内閣府・総務省・消防庁・文科省・
農水省・経産省・国交省）
●PD，SPD，管理法人（JST・NEDO）
●研究開発機関
●一般

推進委員会 （数回／年）
【目的】
●個別開発技術の進捗管理や、実用化・事業化に向けた検討状況を報告
●地域拠点大学での活動状況や個別開発技術の活用状況報告
●関係省庁施策と連携・調整
【メンバー】
●関係府省庁（内閣府・総務省・消防庁・文科省・農水省・経産省・国交省）
●総合科学技術・イノベーション会議常勤議員
●PD，SPD，管理法人（JST・NEDO）

プロジェクト推進会議 （数回／年）
【目的】
●各研究テーマの進捗状況の確認
●今後の開発方針の検討
【メンバー】
●関係府省庁（内閣府・総務省・消防庁・文科省・
農水省・経産省・国交省）
●PD，SPD，管理法人（JST・NEDO）
●研究開発機関

研究開発 社会実装
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社会実装に向けた取組み

１．技術認証取得による新技術の現場導入

４．地域への展開
全国の地方自治体に新技術を含むインフラマネジメント技術の浸透を図る中心的な
役割として、地域拠点大学を設置し、以下の活動を展開
１）SIP開発技術の地方自治体への展開普及活動
２）技術導入のための現場実証試験
３）点検技術者の育成

２．インフラメンテナンス国民会議との連携
・インフラメンテナンス国民会議では、地方自治体が抱える課題と、その課題を解決
する新技術のコラボをコーディネートし、技術開発並びに成果の社会実装を促進
・SIPは、課題解決に資する新技術として、SIP開発技術の情報を提供
・SIPは、地域拠点大学の先生がメンターとなり技術指導を行い、課題解決を支援

３．指針・ガイドライン類作成
行政・学会等にて必要条件をまとめ、ユーザーが新技術の適用可否を容易に判断で
きる対象領域・適用基準・運用方法等を提示し、新技術の適用を促進

・技術認証は、新しい技術を安心して発注者（国の出先機関・地方自治体）が現場で
用いるための「不可欠なステップ」
・平成30年度までSIPの新技術を順次認証取得予定
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インフラの長寿命化・高耐久化を実現するアセットマネジメントシステム
に基づく、地域が主役となる新たなインフラとの共存社会の提案 （社会運動）

地方自治体のインハウスエンジニア＝地域の大学の出身者
地域の大学と地方自治体のインフラ行政の結びつきは強固

技術と人材育成のネットワーク
中心は地域の大学
ビジネスの流れ

地域への展開
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地域への展開（地域拠点大学の公募・選定）
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地域への展開（岐阜大学での取組み）

各務原大橋 実証実験
○5チームが開発機器を用いた橋梁点検
技術の検証実験を実施
・ドローン 4チーム
・橋梁点検ロボットカメラ
○主催：
・岐阜大学工学部附属インフラマネジ
メント技術研究センター
・各務原市
・（公財）岐阜県建設研究センター

【新しい橋梁点検技術の適用性評価委員会】

地方自治体が管理するコンクリート橋梁に対して，ロボット技術を取り入れた橋梁点検技術の全
国への適用について，検討・評価を実施，「ロボット技術を取り入れた橋梁点検指針」を作成

Ø 背景
• ロボット技術の導入でインフラメンテナンスの魅力アップ
• SIPで，様々な分野のロボット技術が開発・進歩

Ø 意義
• ロボット技術と点検部位の合理的な組み合わせ考慮した橋梁点検手法を地方から提案
• 橋梁点検へのロボット技術の導入に意欲的な自治体でのロボット技術の活用を促す
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地域への展開（東北大学チームの取組み データプラットフォームの構築）

東北大学インフラマネジメント研究センターと
連携協定機関の拡大

平成２９年７月：１４機関 → 予定：１８機関

山形県ＤＢＭＹ
平成２９年３月２２日 運用開始
～ 平成２９年６月 山形県管理橋梁

データ入力完了
平成２９年７月～ 山形県内の３５市町村

データ入力
宮城県建設センター
平成２９年３月～平成３０年３月

データベース構築
(県内３４市町村、但し宮城県管理、仙台市除く)

データ蓄積

（建設時､点検・補修
履歴,劣化状況）

特定条件下の
インフラを高速
抽出

分析
・将来予測
・予防保全

長寿命化対策を効率的に実施するためのデータプラットフォーム
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